年次有給休暇の計算方法
○対象労働者について

対象労働者は、正社員やパート・アルバイト、契約社員等の雇用形態を問わず、算定期間中に年次有給休暇（以下「有休」という。）の取得資格のある労働者とする。
ただし、有休を取得できる期間が当該算定期間の全期間に及んでいない場合（※）など合理的な理由がある場合は対象労働者から除外しても差支えない。
（※）例：育児休業中、年度途中の退職、新規・中途採用
○年次有給休暇の付与日数は以下のとおり。（労働基準法第３９条）
通常の付与日数（週所定労働時間が30時間以上、または週所定労働日数が５日以上の場合）
[image: image19.emf]週 所 定 １ 年 間 の

労働日数 所定労働日数 1年 2年 3年 4年 5年 6年

6ヶ月  6ヶ月  6ヶ月 6ヶ月 6ヶ月 6ヶ月

以上 

4日 169日～216日 7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日

3日 121日～168日 5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日

2日 73日～120日 3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日

1日 48日～72日 1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日

勤 続 年 数

6ヶ月

　所定労働時間が30時間未満で４日以下の者、または１年間の所定労働日数が定められている者の

比例付与日数


[image: image1.emf]1年 2年 3年 4年 5年 6年6ヶ月

6ヶ月 6ヶ月 6ヶ月 6ヶ月 6ヶ月 以上

年休日数 10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日

勤続年数 6ヶ月

通常の付与日数（週所定労働時間が30時間以上、または５日以上の場合）

週所定労働時間が30時間未満で週所定労働日数が４日以下の者、または１年間の所定労働日数が定められている者の比例付与日数
○算定期間は次のようなパターンの組合せが考えられる。
[image: image11.emf] 

【事業開始前】   平成 １９ 年４月１日～平成 ２０ 年３月 ３１ 日    （１２ か 月）   【１年度目】      平成 ２０ 年６月１ 日～平成 ２１ 年１月 ３１ 日    （８ か 月）   【２年度目】    平成 ２１ 年２ 月１日～平成 ２２ 年１月 ３１ 日    （１２ か 月）    


○年次有給休暇取得率の計算式は次のとおり。
[image: image12.emf] 

【事業開始前】   平成 １９ 年４ 月 １ 日    １６ 日 付与   【１年度目】      平成 ２０ 年４ 月１ 日    １８ 日 付与      【２年度目 】     平成２１ 年４ 月 １ 日    ２０ 日 付与    

[image: image2.emf]取得率＝ ×１００（％）

算定期間中の取得日数計

※２

算定期間中の付与日数計

※１


※１

①算定期間中の付与日数計には繰越分は含まない。
　　　②算定期間中に新規の付与日数が発生しない場合は算定期間初日の直近に

付与された日数とする。
※２
算定期間が１年間に満たない場合は、算定期間を１年間に換算した数値
を使用すること。
たとえば、Ｈ２０年４月１日～Ｈ２１年１月３１日（１０か月）を算　　定期間とする場合、分子の取得日数計に１２／１０（１２か月／１０か月）を掛けて計算する（分母の付与日数計はそのまま）。
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[image: image14.wmf]取得率＝

×１００（％）

１０日

１６日


[image: image15.wmf]取得率＝

×１００（％）

１８日

１５日


①　算定期間はＨ20年4月1日～Ｈ21年1月31日（10か月）とし、有休を10日取得（消化）。
②　毎年1月1日に新規に有休が付与。　
　　　

[image: image3.emf]Ｈ２１年

１月１日
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[image: image16.wmf]取得率＝
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[image: image17.emf]１２か月
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[image: image18.wmf]１２か月
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１０日×


[image: image4.emf]取得率＝ ×１００（％）

１２日

２０日


　　　　※分母の付与日数は算定期間中のＨ２１年１月１日に発生した新規付与分の

２０日である。繰越分であるＨ２０年１月１日に発生した１８日は計算上考
えない。








具体的な計算例
○平成２０年６月中に職場意識改善計画の認定を受けた企業の場合
　①有休付与日は毎年１月１日とする。
　②対象労働者数は３０人とする。
③算定期間は次のとおりとする。
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[image: image6.emf]H１９年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 Ｈ２０年1月 2月 3月 合計

取得日数 10 10 10 20 50 30 15 15 15 20 20 20 235

付与日数 500

７．８日 ２３５日÷３０人

１６．７日 ５００日÷３０人

47.0% ２３５日÷５００日×１００（％）

平均取得率



５００日発生

計算式

―

平均取得日数

平均付与日数

【注意】

平均取得率は平均取得日数÷平均付与日

数ではない。


（続く）

[image: image7.emf]Ｈ２０年6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 Ｈ２１年1月 合計 年換算値※ 計算式

取得日数 20 30 55 40 20 20 20 30 235 352.5 ２３５日×（１２か月÷８か月）

付与日数 ５５０日発生 550 550 そのまま

１１．８日 ３５２．５日÷３０人

１８．３日 ５５０日÷３０人

64.1% ３５２．５日÷５５０日×１００（％）

平均取得日数

平均付与日数

平均取得率

―



[image: image8.emf]Ｈ２１年４月 ５月 ６月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 Ｈ２２年1月 合計 年換算値※ 計算式

取得日数 25 25 25 45 70 50 25 25 25 30 345 414 345日×（１２か月÷１０か月）

付与日数 ５５０日発生 550 550 そのまま

１３．８日 414日÷３０人

１８．３日 ５５０日÷３０人

75.3% 414日÷５５０日×１００（％）

―

平均取得日数

平均付与日数

平均取得率




[image: image9.emf]（５）年次有給休暇の取得促進のための措置

事業実績（労働者１人平均取得日数、平均付与日数（繰越日数を含まない）及び平均取得率）

17.1ﾎﾟｲﾝﾄ 平均取得率 47.0%

（　11.8 日/ 18.3　 日）　　　（　4.0　日/ 1.6 日）　　　

64.1%

平均取得日数/平均付与日数

（　7.8 日/　16.7　 日）　　　

1年度事業終了時 事 業 開 始 時 増　減



[image: image10.emf]（５）年次有給休暇の取得促進のための措置

事業実績（労働者１人平均取得日数、平均付与日数（繰越日数を含まない）及び平均取得率）

事 業 開 始 時 ２年度事業終了時 増　減

平均取得日数/平均付与日数

（　7.8 日/ 16.7 日）　　　（　13.8 日/ 18.3 日）　　　（　　6　 日/ 1.6　 日）　　　

平均取得率 47.0% 75.3% 28.3ﾎﾟｲﾝﾄ


☆この場合、計算式は次のようになる。





≪例≫





≪例１≫











【事業開始前】


平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日  （１２か月）


【１年度目】


平成２０年６月１日～平成２１年１月３１日  　（８か月）


【２年度目】


平成２１年４月１日～平成２２年１月３１日  （１０か月）








【事業開始前】














【１年度目】








【１年度目】








【２年度目】








職場意識改善助成金事業実施状況報告書の記載例（１年度目）





職場意識改善助成金事業実施結果報告書の記載例（２年度目）























【事業開始前】


　　・職場意識改善計画実施の前年度の４月～翌年度の３月まで


【1年度目】


・パターン１　職場意識改善計画を開始した年度の４月～翌年の１月まで


・パターン２　職場意識改善計画が認定された月～翌年の１月まで


【2年度目】


・パターン１　１年度目の２月～２年度目の１月まで


・パターン２　２年度目の４月～２年度目の１月まで








≪例２≫











①　平成２０年６月中に職場意識改善計画が認定。


②　算定期間は以下のとおりとする。　


�


③　毎年４月1日に新規に有休が付与され、付与日数は以下のとおりとする。


�





�





☆この場合、取得率は以下のとおりとなる。





【事業開始前】


�


【１年度目】


�





【２年度目】


�























算定期間中の対象労働者の付与日数総計





「取得日数」は、対象労働者が取得（消化）した有休の各月総計











算定期間初日（Ｈ２０年６月１日）の直近の付与日であるＨ２０年４月１日の「１８日」を分母にする
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